
ｲﾁｺﾞや柿､小菊等の高収益な作物の振興に取
り組んでいますが､農業産出額全体はおおむね
横ばいの状況です｡

大規模農家が少なく小区画農地が多いことか
ら､農地集積率は低いものの､農地中間管理事
業等により担い手への集積が徐々に進んでい
ます｡

高品質生産への支援等に取り組んでいるもの
の､近年の気象変動による収量減少､品質低下
等の影響で農業産出額は低下傾向にあります｡

和牛のと畜頭数は､畜産業の新規参入や規模
拡大が難しいことから､平成24年度以降､横ばい
となっています｡

Ⅶ 豊かな「都」をつくる

２２．農業・農地・農村・食と農の振興

１．現状分析

【担当部局等】
食と農の振興部

２３．畜産・水産業振興

人口1,000人当たり県内の｢専門料理店｣の事業
所数は､奈良のおいしい｢食｣づくりとﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
の強化等の取組により全国値に近づいていま
す｡
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基準値

年目
(2024)

R6年度

10

目標値

(2020)

R2年度

7

実績値

(2019)

R1年度

6設
置
地
区

進捗率
（傾向）
25.0%

(124)､(125)
食と農の振興部次長
岡野 正明

坊 22.農業･農地･農村･食と農の振興

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ
(124) 特定農業振興ｿﾞｰﾝの整備
(125) 農地ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推進

目指す姿
令和6年度までに特定農業振興ｿﾞ-ﾝの設定を10地区に
します｡また､令和5年度までに担い手への農地の集積
率を34%にします｡

267

1

直近の指標の動き

進
捗
状
況

R2年度R1年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和元年度までに五條市､川西町､田原本町､広
陵町と6地区の特定農業振興ｿﾞｰﾝを設定し､令和2
年度には新たに宇陀市で設定を行い7地区となり､
目標の10地区に向け順調に進捗しています｡
農地集積率は､基準値の12.2%から6.3ﾎﾟｲﾝﾄ増加し
18.5%になりましたが､進捗率は28.9%と伸び悩んで
います｡

指
標

意欲ある市町村､農業者との協議を進め､特定農業
振興ｿﾞｰﾝの設定を進めています｡
農地中間管理事業を推進し着実に農地集積率は増
加していますが､小規模な面積の野菜やｲﾁｺﾞなど高
収益作物のﾏｯﾁﾝｸﾞが増加傾向にあるため､集積率
が伸び悩んでいます｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

特定農業振興ｿﾞｰﾝ(注)の設置地区[累計](地区)
担い手への農地集積率(%)

↗

(地区)

1

5

(ha)

関係する指標主な取組

ｿﾞｰﾝ設定地区の農業
生産額(百万円)

特定農業振興ｿﾞｰﾝ
の整備実施計画の
実現

農地ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推
進

農地中間管理事業に
よるﾏｯﾁﾝｸﾞ面積[累
計](ha)

R2年度R1年度

548.2358.8

(2020)

R1年度

H29年度
(2019)

13
↗

H30年度

254- - - -
- -

指標の動き

地域の話し合いに基づき､地域農業の中心となる経
営体や将来の農地の出し手の状況等を明確にする｢
人･農地｣ﾌﾟﾗﾝの実質化を推進しています(R2年度末
231集落)｡こうした取組を基に担い手への農地集積を
図っています｡

(2019)

これまでに特定農業振興ｿﾞｰﾝの設定がない北部
農業振興事務所管内で新たな地区の設定へ向
け､大和郡山市､平群町と協議を進めています｡

(2018)

456.5

(2018)(2017)

↗
133.0

ha

百万円

↗
97.7
ha

91.7
ha

H30年度

681.2↗

6.3 R2年度 R5年度 7
年目

(ﾎﾟｲﾝﾄ) (2020) (2023) 10

34.0 28.9%

(2013)

H25年度

12.2

H30年度

H30年度

↘借
受

↗ 18.5集
積
率

370.6

▲ 11.7
↘ 114.7

(ha)

347.4

（注）特定農業振興ゾーン…県内の農地を有効活用し、農業の生産
性の向上を図るために設定する地域で知事が定めるもの。

20.5

- -
- - - -

▲ 56.5
R1年度

▲ 23.2

(ha)

貸
付

126.4

427.1

135.2↗

↘
R2年度

(ha)

12.2 13.0
14.0

15.5 16.2 16.6 17.5 18.5

34.0
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集積率

(%)
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貸付希望面積

(ha)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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（注）NAFIC…奈良県立なら食と農の魅力創造国際大学校

(2018)

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の感染拡大の影響により､対
面でのｲﾍﾞﾝﾄの実施が難しい中､｢NAFIC周辺賑わい
づくり協議会｣では､周辺地域の魅力を伝えるととも
に､ｺﾛﾅ後には実際に足を運んでいただけるようｵﾝﾗ
ｲﾝﾂｱｰを開催し､全国から参加いただきました｡また､
感染防止に配慮しながら､ｳｫｰｷﾝｸﾞや各種体験ﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑを実施しました｡

↘
▲ 33

室

↗
624
千人

▲ 254
↘
室

↘
▲ 196
千人

89
千人

H29年

(2019)

｢NAFIC周辺賑わい
づくり協議会｣の支
援

南部･東部観光客数
(千人)

H28年

R1年

H29年

H30年

21,877

H30年

21,984

(2016)

(2019)

R1年

H28年

(2017)

進捗率
（傾向）

NAFIC開校後5年を迎え､学生の卒業後の希望進
路に対応できるようなｺｰｽを設定するなど､令和3
年度のｶﾘｷｭﾗﾑ改定に向け､ｶﾘｷｭﾗﾑ見直しの検討
を行いました｡
また､令和2年10月､県立磯城野高等学校と両校相
互の緊密な連携と協力のもと､｢食｣と｢農｣の人材
育成に資することを目的として､連携事業に関する
協定を締結しました｡

2,668

(2018)

21,788

(2017)

指標の動き関係する指標

22,501

2,619 ↗
82
室

↗

主な取組

南部･東部の宿泊施
設客室数[累計](室)

NAFIC附属ｾﾐﾅｰﾊ
ｳｽの整備

基準値を6,053
人下回りました

2,414

5

直近の指標の動き

進
捗
状
況

2,586

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

平成28年度は増加しましたが､それ以降は減少傾
向にあり､令和2年度は､前年より2,846人減少し､
7,317人になりました｡進捗についても基準値であ
る平成27年度を6,053人下回りました｡

指
標

平成27年9月の｢ｵｰﾍﾞﾙｼﾞｭ･ﾄﾞ･ぷれざんす 桜井｣ｵｰﾌﾟﾝか
ら約1年間は知名度ｱｯﾌﾟのため､通常よりも低価格でのﾗﾝ
ﾁ提供や席数増などの取組を実施､また､平成28年度は､
ｵｰﾌﾟﾝ後初めての通年営業により､交流人口は増加しまし
た｡なお､平成28年4月のNAFIC開校後は､ｵｰﾍﾞﾙｼﾞｭの本
来の目的であるNAFICの実践実習に注力するため､実習
に支障のない範囲での集客としていることや､新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽ感染症感染拡大による旅行･外食控え等により､交流
人口は減少傾向となっています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

NAFIC(注)周辺地域の交流人口(人)

↘
(人)

▲ 6,053

9

(2016)

(127)
食と農の振興部次長
原 実

坊 22.農業･農地･農村･食と農の振興 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (127) NAFIC教育の充実と周辺の整備

目指す姿
令和6年度までにNAFIC周辺地域の交流人口を43,000
人にします｡

(人)
▲ 1,995

↘12,158 10,163 ↘
▲ 2,846
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H27年度
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豊かな食と農の振興課調べ
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「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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消費者､事業者､関係団体､市町村､県等が連携し
た取組を進めるため､令和3年3月に｢奈良県食品ﾛ
ｽ削減推進計画｣を策定しました｡

16

(2019)

- -
- -
- -

ﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ活動を支援する｢奈良県未利用食品活用促
進事業補助金｣を創設し､未利用食品の集配送のﾙｰ
ﾄ構築のための実態調査を実施しました｡
また､こども食堂ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰが､ﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ活動団体と
調整を行い､こども食堂で消費される未利用食品の
需給調整を行っています｡

主な取組

啓発活動の実施市町
村数(市町村)

食品ﾛｽ削減に向け
た啓発活動の推進

(2020)

指標の動き関係する指標

市町村

16

1

直近の指標の動き

目標値実績値

H30年度 R2年度R1年度
(2018)

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

36.0

基準値

年目

基準値を1.4ポイ
ント下回りました

↗
6

市町村

↘
(ﾎﾟｲﾝﾄ)
▲ 1.4

進捗率
（傾向）

5

37.4 ↘
▲ 1.4

0

(129)
食と農の振興部次長
原 実

坊 22.農業･農地･農村･食と農の振興 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (129) 食品ﾛｽ削減への対応

目指す姿
令和6年度までに食品ﾛｽ問題を｢よく知っている｣県民の
割合を90%にします｡

(2019)
R1年度

37.4

(2024)
R6年度

90.0

(2020)
R2年度

36.0

→

進
捗
状
況

10

R2年度R1年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

食品ﾛｽ問題を｢よく知っている人｣の割合は､令和
元年度において全国の数値を上回りましたが､令
和2年度は､基準値である令和元年度から1.4ﾎﾟｲﾝ
ﾄ減少しました｡

指
標

目標達成に向けて､県民に向けた食品ﾛｽ啓発ﾘｰﾌﾚｯ
ﾄを作成･配布しました｡また､｢てまえどりPOP｣を作成
し､ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱで掲示したほか､一般消費者や食
品事業者等を対象とした｢奈良県食品ﾛｽ削減推進
ﾌｫｰﾗﾑ｣の開催等により､食品ﾛｽ問題の周知を図りま
した｡指標は減少していますが､食品ﾛｽ問題を｢よく
知っている｣人と｢ある程度知っている｣人の合計は令
和元年度が87.1%､令和2年度が86.5%と横ばいとなっ
ています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

食品ﾛｽ問題を｢よく知っている人｣の割合(%)
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全国:消費者の意識に関する調査(消費者庁)

奈良県:県民ｱﾝｹｰﾄ(奈良県)

(年度)

(%)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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(注)HACCP…工程上の危害を分析（HA）し、それを最も効率的に管理できる部分（CCP：必須管理点）を連続的に管理して安全を
　　　　　　　　  確保する手法

(2019)

大和牛やﾔﾏﾄﾎﾟｰｸをと畜する県食肉ｾﾝﾀｰでは､その
役割を｢安心安全な食肉の提供｣､｢生産者･流通業者
の利用のしやすさ｣と考え､HACCP(注)に基づく衛生
管理に取り組むとともに､効率的で適正な運営となる
よう努めています｡

↘
▲ 4
頭

↘
▲ 53

頭

7
↗
頭

↗
5
頭

▲ 39
頭

H30年度

(2020)

大和牛の生産基盤
強化

大和牛出荷頭数(頭)

H29年度

R2年度

H30年度

R1年度

513

R1年度

547

(2017)

(2020)

R2年度

H29年度

(2018)

進捗率
（傾向）

大和牛以外にも､ﾔﾏﾄﾎﾟｰｸや大和肉鶏で､品質や
生産性の向上を目指した試験研究を実施し､上質
化に向けた取組を進めています｡

20

(2019)

552

(2018)

指標の動き関係する指標

460

36 ↘
▲ 12

頭

↘

主な取組

奈良県ﾌﾟﾚﾐｱﾑｾﾚｸﾄ
大和牛の生産(出荷)
頭数(頭)

27

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

32

R2年度R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和2年度において､大和牛のうち､4等級以上が
占める割合は前年度から5.8ﾎﾟｲﾝﾄ増加し､84.6%と
なりました｡平成30年度以降､順調に増加しており､
進捗率が120.7%と目標値を上回りました｡一方で､
大和牛全体の出荷頭数は2年連続で減少していま
す｡

指
標

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ認証制度の認証開始(平成28年12月･奈良県
ﾌﾟﾚﾐｱﾑｾﾚｸﾄ大和牛)や､資質の良い子牛を導入した
場合に補助(R1年度~)を行う等により､大和牛の品質
向上を図った結果､大和牛の肉質は3年連続で大幅
に改善しています｡また､出荷頭数の減少は､ｺﾛﾅ禍
以前の肥育用子牛価格の高騰によると考えていま
す｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

大和牛の肉質(4等級以上)の割合(%)

↗
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

年目
(2014)

(2017)

(130)
食と農の振興部
畜産課長
阪口 真治

坊 23.畜産･水産業振興 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (130) 食肉畜産業の振興･食肉公社の運営

目指す姿
令和6年度までに大和牛の肉質(4等級以上)の割合を
80%以上にします｡

(ﾎﾟｲﾝﾄ)
3.6

↗75.2 78.8 ↗
5.8

(ﾎﾟｲﾝﾄ)

84.6

基準値

奈良県ﾌﾟﾚﾐｱﾑｾﾚｸ
ﾄ大和牛の安定生
産の推進

120.7%

10
H26年度

57.8

(2024)
R6年度

80.0

目標値

(2020)
R2年度

84.6

実績値

26.8

399 372 364 374 415 404 389 

520 

57.8 67.3 67.0 68.4
75.2 78.8

84.6 80.0
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H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R6

（目標）

大和牛の肉質(4等級以上)の割合

頭数 割合

市場年報(奈良県食肉ｾﾝﾀｰ)

(年度)

(%) (頭)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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※令和2年度の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

0.3
H30年度

▲ 0.2
R1年度

(億円) (億円)

102.7%

指標の動き

(ﾄﾝ)

総
漁
獲
量

113

8.7

(2013)

H25年度

78

H29年度

H29年度

↗養
殖
生
産
額

↗ 116総
漁
獲
量

9.0

▲ 2.0

38 R1年度 R6年度 6
年目

(ﾄﾝ) (2019) (2024) 11

5.0

115

116↘ 111 ↗

↘ 8.8

ｱﾕ釣り教室の開催により､新たに釣りを始める人を
増やすことで､漁獲量の増加につなげました｡
さらに､宿泊施設と連携した釣り具のﾚﾝﾀﾙｻｰﾋﾞｽのﾓ
ﾃﾞﾙ実施について､漁協等と取組を進めています｡

(2020)

金魚の輸出に必要な衛生証明書の発行を円滑に
行うことで､金魚の販売を促進しました｡また､新型
ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響によるｲﾍﾞﾝﾄの減少で金
魚すくい用金魚の販売量が減少しているため､すく
い用金魚から高級品種への養殖の転換を支援し
ています｡

(2019)

28,948

(2017)(2016)

↘
▲ 0.9
ﾎﾟｲﾝﾄ

↗
999
人

4.2
↗

ﾎﾟｲﾝﾄ

↘
▲ 3,850

人
▲ 1,172

人
H29年度

R1年

32.2

関係する指標

28,775

34.1 ↘
▲ 1.0
ﾎﾟｲﾝﾄ

↘

主な取組

高級品種の販売額の
割合(%)

観賞魚養殖の新た
な挑戦への支援

釣り人の誘客促進 遊漁者数(人)

H29年

R1年度

H30年

H30年度

27,77632,798

(2017)

(2019)

R2年

H28年度

(2018)

(2018)

36.4

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

33.2

R1年度H30年度

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和元年度の養殖生産額は､平成30年度より0.2
億円減少したものの基準値より0.5億円増加してい
ます｡総漁獲量は､増加傾向にあり､令和元年度
は､116ﾄﾝとなり目標の115ﾄﾝを上回りました｡

指
標

養殖生産額は､ｶﾜｳ食害対策及び疾病対策等の継
続実施により安定しています｡
総漁獲量は､健全なｱﾕ種苗の放流及びｱﾏｺﾞのｿﾞｰﾆ
ﾝｸﾞ管理等による増殖促進並びに紀伊半島大水害か
らの漁場の回復により､徐々に増加しています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

養殖生産額(億円)
総漁獲量(ﾄﾝ)

↗

(億円)

0.5

11

(ﾄﾝ)

(132)
食と農の振興部
農業水産振興課長
田中 良宏

坊 23.畜産･水産業振興 CC（チーフコーディネーター）

テーマ (132) 内水産業の振興

目指す姿
令和6年度までに金魚やｱﾏｺﾞ等の養殖生産額を10億円
にします｡また､令和6年度までにｱﾕやｱﾏｺﾞ等の総漁獲
量を115ﾄﾝにします｡

基準値

年目
(2024)

R6年度

10.0

目標値

(2019)

R1年度

8.8

実績値
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H25年度

8.3養
殖
生
産
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進捗率
（傾向）
29.4%
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10.0

78 82
92

98

113 111 116 115

0

30

60

90

120

150

180

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R6

（目標）
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養殖生産額

総漁獲量 農業水産振興課調べ

(年度)

総漁獲量

(ﾄﾝ)

養殖生産額

(億円)

「目指す姿」達成に向けた
「主な取組」に関する指標の動き

「目指す姿」達成に向けた成果・取組
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２２．農業・農地・農村・食と農の振興

２２．農業・農地・農村・食と農の振興

２３．畜産・水産業振興

テーマ (128) 奈良県豊かな食と農の振興条例の制定

坊
テーマ (126) 中央卸売市場の再整備

CC（チーフコーディネーター） (126)中央卸売市場再整備推進室長 伊藤 克隆

目
指
す
姿

令和10年度までに地域に開かれた賑わいのある
中央卸売市場を整備します｡

進
捗
状
況

中央卸売市場の再整備を着実に推進するため､｢
奈良県中央卸売市場再整備基本計画(令和元年9
月)｣に基づき､｢奈良県中央卸売市場再整備基本
計画｣実施ﾌﾟﾗﾝを令和3年3月に策定しました｡本ﾌﾟ
ﾗﾝにおいて､区域全体の土地利用計画(案)や､整
備手法､整備ｽｹｼﾞｭｰﾙ､民間活力導入の方向性を
提示しました｡

坊

目
指
す
姿

令和4年度にみつえ高原牧場の整備工事に着手し
ます｡

進
捗
状
況

畜産団地に必要な水源の調査に着手しました｡ま
た､参入希望農家の意向確認を引き続き実施して
います｡

CC（チーフコーディネーター） (128)食と農の振興部次長 原 実

目
指
す
姿

令和2年度に食と農の一体的な振興を図る基本的
な計画を策定し､具体的な施策を推進します｡

進
捗
状
況

食と農に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るための基本的な計画である｢奈良県豊かな
食と農の振興計画｣の策定に向けて取り組みまし
た｡(令和3年4月に策定)

坊
テーマ (131) みつえ高原牧場の整備

CC（チーフコーディネーター） (131)畜産課長 阪口 真治
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３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

【重要課題】特定農業振興ｿﾞｰﾝの設
定による､高収益作物への転換や担
い手確保などの施策を推進(1,3,f,g) 
･NAFICﾌｰﾄﾞｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ学科の定員充
足(1,5,h) 
【重要課題】観賞魚の高級品種の生
産(1,8,j)

【重要課題】各市町村農業委員会と
連携し､農地中間管理事業を活用し
た農地ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推進(9,10,f,g) 
【重要課題】高度な市場機能と､華や
かな賑わいを実現する中央卸売市
場の再整備を実施(12,13,h) 
･農村集落機能の低下を踏まえた､
農地､農業用施設の維持(9,10,i)

【重要課題】優良農地での競争力強
化のため､農地の整備や農業施設
の更新(1,2,a) 
【重要課題】NAFICを核とした周辺の
賑わいづくり(1,4,b) 
【重要課題】大和牛の更なる高品質
化と生産拡大(1,6,a) 
･清流で育った美味しい県産食用魚
の認知度向上(1,7,d)

･NAFIC附属ｾﾐﾅｰﾊｳｽの活用
(11,14,b) 
･食品ﾛｽ削減推進計画の策定(15,c) 
【重要課題】観光と連携した釣り客
の誘客(16,b) 
【重要課題】ため池等農業水利施設
の維持管理の合理化(9,10,e)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因
（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.奈良県独自の｢奈良県豊かな食と
農の振興条例｣及び｢振興計画｣を策
定
2.農業基盤整備の実施により造成さ
れた優良農地で､柿､小菊､茶など全
国ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの産地形成がなされてい
る
3.農地の有効利用､農業生産性の向
上に資するため､高収益作物等の農
業振興をはかる地域として特定農業
振興ｿﾞｰﾝを設定
4.歴史･観光資源､田園景観等の資
源が豊富
5.｢なら食と農の魅力創造国際大学
校｣の設置による｢農に強い食の担
い手｣の育成体制の充実
6.古くから宇陀地域を中心に良質な
和牛｢大和牛｣を生産しており､品質･
認知度も向上してきている
7.奈良県南部東部には清流が数多く
存在
8.伝統ある金魚養殖

＜奈良県の持っている強み＞   ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞

（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に関連する向かい風）

f.新規就農のための農地確保が
困難
g.全国的に高齢化し､担い手が不
足
h.県内飲食店数の減少
i.過疎化､高齢化による集落機能
の低下

j.新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大によ
る消費等の低迷

9.小規模な兼業農家が大半を占め､
担い手の減少や高齢化が進展して
いる
10.ほ場整備率が全国平均と比べて
低く､農地の集約が進みにくいこと
や､荒廃農地化が進み農地の利用
が不十分
11.大規模産地に対抗するﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力､
生産力などの競争力が不足
12.中央卸売市場の取扱高の減少
13.中央卸売市場の施設等の老朽化
14.宿泊施設の施設数･客室数が少
ない
15.食品ﾛｽ削減に向けた啓発活動実
施市町村の割合が低い
16.養殖業者や漁協組合員及び釣り
人の高齢化･減少

a.質の高い農産物への期待
b.観光客の増加傾向
c.｢食品ﾛｽの削減の推進に関する
基本的な方針｣(消費者庁)の制定
d.県産食用魚の需要増加
e.｢農業用ため池の管理及び保全
に関する法律｣の施行等によるた
め池の整備や管理の推進

＜奈良県への追い風＞

(124) 特定農業振興ｿﾞｰﾝの
整備
(125) 農地ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推進
(126) 中央卸売市場の再整
備
(127) NAFIC教育の充実と周
辺の整備
(128) 奈良県豊かな食と農の
振興条例の制定
(129) 食品ﾛｽ削減への対応
(130) 食肉畜産業の振興･食
肉公社の運営
(131) みつえ高原牧場の整
備
(132) 内水産業の振興

２２．農業・農地・農村・
　　　食と農の振興
２３．畜産・水産業振興

ー 147 ー



≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

大和牛の更なる高品質
化と生産拡大(ﾃｰﾏ(130))

NAFICを核とした周辺の
賑わいづくり(ﾃｰﾏ(127))

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

観光と連携した釣り客の
誘客(ﾃｰﾏ(132))

卸売機能(BtoB)の効率化･高機能化に加え､
賑わい創出機能(BtoC)を整備し､華やかで賑
わいのある複合拠点を整備を進めます｡再整
備の実施にあたり､市場ｴﾘｱの事業者公募を
実施するとともに､賑わいｴﾘｱの整備検討を
進めます｡

特定農業振興ｿﾞｰﾝの設
定による､高収益作物へ
の転換や担い手確保な
どの施策を推進(ﾃｰﾏ
(124))

 これまでに､五條市､宇陀市､川西
町､田原本町､広陵町の2市3町に
合計7地区の特定農業振興ｿﾞｰﾝの
設定をしてきました｡

ｿﾞｰﾝを設定した市町と連携し､地域の特徴を
踏まえた高収益作物の転換や担い手確保及
び農地集積等を行うことで農地や労働力を有
効活用し生産性の向上に努めます｡また､意
欲のある市町村､地域と協働して新たな特定
農業振興ｿﾞｰﾝを設定していきます｡

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響でｲﾍﾞﾝﾄが減り､
金魚すくい用の金魚の需要が減少する中､高
級品種への養殖の転換を支援することで伝
統ある金魚養殖を守ります｡

人･農地ﾌﾟﾗﾝの実質化を推進し､集
落の農業者の年齢構成や後継者
確保状況など具体的な情報を地図
により見える化しました｡

実質化した人･農地ﾌﾟﾗﾝを策定した集落等
や､耕作する意思はないが草刈り等の管理は
している｢隠れ耕作放棄地｣の所有者等に対
し､農地中間管理機構を活用するよう働きか
けすることで､意欲のある担い手へ農地集積
を進め農地の有効活用を行います｡

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

優良農地での競争力強
化のため､農地の整備や
農業施設の更新(ﾃｰﾏ
(124))

より良い肥育素牛(子牛)の導入へ
の補助により大和牛の品質は年々
向上､肉質等級4以上の高品質大
和牛の割合が目標の80%を超えま
した｡

NAFICを多目的な会合や長期滞在
などの総合機能を持った施設とす
るため､令和4年度の供用に向け
て､上段部にｾﾐﾅｰﾊｳｽの整備を進
めており､令和2年度に建築工事に
着工しました｡

県営ほ場整備を3地区で実施して
おり､令和2年度は約4haの整備を
行いました｡また､水利施設整備や
更新を3地区で実施しています｡

引き続き､支援を継続し､奈良県ﾌﾟﾚﾐｱﾑｾﾚｸﾄ
に代表される質の良い大和牛の増産に取り
組みます｡また､みつえ高原牧場における大
和牛の生産拠点の整備に向けた検討･調査
を進めます｡

ｾﾐﾅｰﾊｳｽの供用のほか､令和元年度に設立
した｢NAFIC周辺賑わいづくり協議会｣と連携
し､飛鳥･藤原宮跡等の観光資源を活かした
賑わい作りを創出します｡さらに､山の辺の道
周辺地域等への波及効果により､賑わいづく
りのさらなる進展を目指します｡

引き続き､農地の集積､区画の大規模化や､
高収益作物への転換のための水利施設整備
や更新を実施することにより､優良農地を守り
競争力の強化を図ります｡

課題名 今後の取組方針これまでの評価、取組

釣り教室の開催､健全なｱﾕ稚魚の
放流支援等を行うことで釣り客の
増加を図ってきました｡

河川漁業を代表するｱﾕやｱﾏｺﾞ釣りを対象に､
宿泊施設等と連携し､釣り道具の貸出及び
釣った魚の料理提供等を行うことにより､更な
る釣り客の誘客を進めます｡

ため池等農業水利施設
の維持管理の合理化
(ﾃｰﾏ(125))

農業水利施設の機能診断を10箇
所､防災上対策が必要なため池の
耐震調査を41箇所､老朽ため池の
改修整備を2箇所完了しました｡

引き続き､農村集落や農地の安全と､維持管
理の省力化を推進するため､耐震調査､機能
診断などのｿﾌﾄ対策や､調査に基づく整備工
事などのﾊｰﾄﾞ対策を行います｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

各市町村農業委員会と
連携し､農地中間管理事
業を活用した農地ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄの推進(ﾃｰﾏ(125))

中央卸売市場の再整備を着実に
推進するため､｢奈良県中央卸売市
場再整備基本計画(令和元年9月)｣
に基づき､｢奈良県中央卸売市場再
整備基本計画｣実施ﾌﾟﾗﾝを令和3
年3月に策定しました｡

観賞魚の高級品種の生
産(ﾃｰﾏ(132))

疾病対策やｶﾜｳの食害対策等を継
続して実施することで､観賞魚の生
産を維持してきました｡

高度な市場機能と､華や
かな賑わいを実現する
中央卸売市場の再整備
を実施(ﾃｰﾏ(126))
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路網整備は着実に進んでいるものの､林内路網
密度は全国と比べて低位で推移しています｡

製材品出荷量は､建築用材の出荷量の落ち込
みにより､減少傾向にあります｡

木材価格の低迷等により､県内の木材生産量
が減少したため､県内製材所等が扱う県産材の
割合(自給率)は低下傾向にありますが､令和元
年は増加の兆しが見られました｡

奈良県の高性能林業機械保有台数は､全国の
伸びと比較して低調に推移していますが､就労
条件の改善に資することから､徐々に導入が進
んでいます｡

Ⅶ 豊かな「都」をつくる

２４．森林環境管理・林業振興

１．現状分析

【担当部局等】
水循環・森林・景観環境部

林業就業者数について､奈良県では若年層の
新規就業者数より高齢層の退職者数が上回っ
ているため､徐々に減少傾向にあります｡
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公共建築物等への県産材の利用促進を目的に､行
政･林業関係者･木材関係者･建築関係者によるﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟを実施しました｡木造建築物を建てる際の耐久
性･ｺｽﾄ･木材調達について検討し､それらの結果を関
係者間で共有しました｡

㎥

↗
475
㎥

↗
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件

↗
1,264
㎥

584
↗
㎥

↗
1,243
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↗
8,514

2,347
件

H30年度

㎥

奈良の木の魅力の
情報発信

Facebook｢奈良の木
のこと｣ﾌｫﾛﾜｰ数[累
計](件)

H28年度

R2年度

R1年度H29年度

H29年度

R1年度

H30年度
↗
1,067

6,460

12,761

H30年度

2,870

(2016)

(2020)

R1年度

H29年度

H28年度
供給･加工･流通体
制の構築

大規模製材工場と川
上との直接安定取引
契約の締結[累計](㎥)

(2017)

(2019)

木材をはじめとする森林資源を持続的に供給する
森林づくりに取り組むため､｢奈良県県産材の安定
供給及び利用の促進に関する条例 ｣を踏まえたｱ
ｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ(奈良県森林環境の維持向上及び県産
材の利用促進に関する指針)を令和3年3月に策定
しました｡

(2016)

3,164

(2018)

4,113

(2018)

11,694

(2017)

指標の動き関係する指標

(2018)

14,025

(2019)

3,180

8,088

4,759 ↘
▲ 2,070

㎥

↗

主な取組

公共事業や公共建築
物での県産材使用量
(㎥)

(2017)

(2019)

3,748

6

直近の指標の動き

進
捗
状
況

5,234

R1年H30年H29年

指標の動き
（基準値からの動向、直近の動き、進捗率等）

令和元年度の木材生産量は､平成25年度の基準
値(148千㎥)から13千㎥増加していますが､直近3
年間の実績値は､減少傾向が見られ､進捗率は
12.7%と伸び悩んでいます｡

指
標

平成27年度に｢奈良県林業･木材産業振興ﾌﾟﾗﾝ｣を策
定し､製材用材･合板用材･ﾁｯﾌﾟ用材全てを切り出す
林業への転換や県産材製品の流通拡大などを図る
施策を推進してきました｡その結果､合板用材･ﾁｯﾌﾟ
用材の生産量は堅調に推移しましたが､製材用材の
生産量が伸びず､進捗率は低い水準となっています｡

進捗状況とその要因
（進捗状況の背景・要因分析等）

木材生産量(千㎥)

↗
(千㎥)

※令和2年の数値がないため、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大に
　よる影響は反映できておりません。

(千㎥)

基準値 目標値実績値

(136)
水循環･森林･景観環境部
奈良の木ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ課長
三浦 康生

坊 24.森林環境管理･林業振興

２．各テーマの「目指す姿」達成に向けた進捗状況

CC（チーフコーディネーター）

テーマ
(136) 奈良県産材の安定供給及び利用の促進､奈良の
木ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略

目指す姿
･令和6年度までに木材生産量を25万㎥にします｡
･令和2年度に奈良県県産材の安定供給と利用促進ﾌﾟﾗ
ﾝを策定し､具体的な施策を推進します｡

進捗率
（傾向）

県産材の利用促進

12.7%

年目

(注)Ｈ27年度からは県独自調査の数値を記載しているた
め、全国順位は記載していません。
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２４．森林環境管理・林業振興

目
指
す
姿

進
捗
状
況

令和2年4月に施行した｢奈良県森林環境の維持向
上により森林と人との恒久的な共生を図る条例｣の
施策を実現するための｢奈良県森林環境の維持向
上及び県産材の利用促進に関する指針｣を令和3年
3月に策定し､新たな森林環境管理制度の方向性を
明確にしました｡また､令和3年4月には｢奈良県ﾌｫﾚｽ
ﾀｰｱｶﾃﾞﾐｰ｣を開校し､森林環境管理士及び森林環境
管理作業士を養成しています｡

令和6年度までに奈良県ﾌｫﾚｽﾀｰｱｶﾃﾞﾐｰ等で学んだ
奈良県ﾌｫﾚｽﾀｰを10名市町村に配置します｡

坊
(133) 新たな森林環境管理制度の構築

(133)､(134)､(135)森と人の共生推進課長 松田 繁樹CC（チーフコーディネーター）

テーマ (134)
(135)

森林防災体制の充実
奈良県ﾌｫﾚｽﾀｰ制度の確立､ﾌｫﾚｽﾀｰｱｶﾃﾞﾐｰの設置
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  ＜奈良県の抱えている弱み＞

＜奈良県への向かい風＞
g.全国的に高齢化し､担い手が不
足
h.全国的な高級材の木材価格の
低迷
i.ﾆｰｽﾞの変化による銘木市場の
低迷

6.川上側(森林所有者､森林組合等)
と川下側(丸太市場､木材協同組合､
製材工場､工務店､設計士等)の連携
が弱い
7.製材工場は小規模な工場の割合
が高い(出力規模75kw未満の工場
の割合…奈良県:76%､全国:60%)
8.植栽本数の多さ等から育林経費が
高く､急峻な地形等から林内路網の
整備や機械化が遅れ､木材生産の
作業効率が悪い
9.建築物の木造･木質化に関する専
門的なｽｷﾙを備えた技術者が少な
い

a. ｢公共建築物等における木材の
利用の促進に関する法律｣が成
立(平成22年)
b.農林水産省の｢森林･林業再生
ﾌﾟﾗﾝ｣(平成21年)に基づく､路網の
整備､森林施業の集約化及び必
要な人材育成を軸とした効率的
かつ安定的な林業経営の基盤づ
くりの推進
c. 地球温暖化防止対策としての
森林整備推進
d.再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰに対する関心
の高まり
e. 建築基準法の改正(令和元年6
月)による､耐火構造等の規制の
合理化
f.新設住宅木造率(全国)の上昇

３．次年度に向けた課題の明確化

≪強みで向かい風を克服する課題≫

【重要課題】国内外への販路拡大
(2,h,i) 
･木材搬出の促進(1,3,g,h) 
･奈良の木のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力の強化･発信
(1,2,h,i)

【重要課題】木材流通の合理化
(6,7,h,i) 
･木材加工の効率化(7,h,i)

【重要課題】公共建築物･公共工事
への県産材利用の推進(1,2,a) 
･木質ﾊﾞｲｵﾏｽ利用の促進(1,d) 
【重要課題】新たな森林環境管理体
制の構築･推進(4,5,c,d) 
【重要課題】森林施業の促進(4,c)

【重要課題】生産基盤の強化(8,b,c) 
･災害予防･復旧(8,b) 
･民間における県産材利用の促進
(6,e,f) 
【重要課題】県産材の需要拡大を担
う人材の養成(9,a)

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

２４．森林環境管理・
　　　林業振興

(133) 新たな森林環境管理制
度の構築
(134 ) 森林防災体制の充実
(135) 奈良県ﾌｫﾚｽﾀｰ制度の
確立、ﾌｫﾚｽﾀｰｱｶﾃﾞﾐｰの設
置
(136) 奈良県産材の安定供
給及び利用の促進、奈良の
木ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略

≪強みで追い風を活かす課題≫ ≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

内部要因（奈良県内部の状況…ヒト・モノ・カネ等の資源や風土等）

外
部
要
因

（
奈
良
県
外
部
の
状
況
…

社
会
情
勢
の
変
化

、
制
度
改
正

、
県
民
ニ
ー

ズ
等

）

1.人工林1ha当たりの蓄積量が高く､
かつ100年生以上の高齢級林分が
多い等､森林資源は質､量とも充実
2.密植多間伐の森林施業により年輪
幅が狭く均一な木材が生産され､強
度(ﾔﾝｸﾞ率)が高く､健康･快適効果を
科学的に検証
3.奈良型作業道の整備及び急峻な
地域への架線集材施設に対する支
援
4.奈良県独自の｢奈良県森林環境
税｣を活用した施業実施が可能
5.ｽｲｽ･ﾘｰｽ林業教育ｾﾝﾀｰとの森林
環境管理に関する連携･交流

＜奈良県への追い風＞

＜奈良県の持っている強み＞
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≪強みで追い風を活かす課題≫

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫

≪強みで向かい風を克服する課題≫

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

公共建築物･公共工事
への県産材利用の推進
(ﾃｰﾏ(136))

県森林環境税第3期(平成28~令和2
年度)において､強度間伐の成果目
標3,500haに対し､3,891haの強度間
伐を実施し､施業放置林の解消によ
る森林の防災力強化に一定の成果
が得られました｡

令和2年3月に｢森林と人の共生条
例｣及び｢県産材利用促進条例｣を制
定しました｡令和3年3月には｢奈良県
森林環境の維持向上及び県産材の
利用促進に関する指針｣を策定し､新
たな森林環境管理制度の方向性を
明確にしました｡

  ｢公共建築物等における木材の利
用の促進に関する法律｣が施行さ
れ､全国的に木材利用推進の機運
が高まっています｡本県では､平成24
年に｢公共建築物における奈良の木
利用推進方針｣を策定し､令和2年度
までに､庁舎･公園施設･会議施設な
ど､25の県有施設に県産材を使用し
てきました｡

令和3年4月現在､依然として88,000haの施業放
置林が存在していることから､県森林環境税第
4期(令和3年度~令和7年度)については､更なる
森林の防災力強化を図るため､新たな知見に
基づいた｢混交林誘導整備｣を実施します｡ま
た､従来から実施している強度間伐は､市町村
に譲与される森林環境譲与税を活用して､引き
続き､施業放置林の解消を図っていきます｡

森林の持つ4機能(森林資源生産･防災･生物多
様性保全･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ)を発揮させるため､森林
環境税を活用し､恒続林を中心とした新たな森
林区分への誘導を行うとともに､地域の森林環
境管理を総合的にﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄする奈良県ﾌｫﾚｽﾀｰ
(県職員)を､ﾘｰｽ林業教育ｾﾝﾀｰとの連携により
奈良県ﾌｫﾚｽﾀｰｱｶﾃﾞﾐｰで養成のうえ､市町村に
配置していきます｡

引き続き､多くの人が利用する公共建築物に県
産材を使用することで､消費者の木材利用への
意識･理解度を高め､住宅分野､商業施設や宿
泊施設等の非住宅分野への利用拡大に繋げ
ます｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

４．重要課題等に対するこれまでの評価、取組及びそれらを踏まえた今後の取組方針

国内外への販路拡大
(ﾃｰﾏ(136))

県産材の販路を拡大するため､首都
圏等における展示･商談会への出展
やPRｲﾍﾞﾝﾄ等を実施するとともに､建
築関係者へのｾｰﾙｽ活動､海外に向
けた情報発信を進めてきました｡

吉野材に代表される優良材の強みを活かして､
引き続き､首都圏や海外への積極的なPRや､新
たな市場の開拓に取り組むとともに､ﾕｰｻﾞｰの
ﾆｰｽﾞに応じた県産材製品の販路拡大を促進し
ます｡

木材の流通ｺｽﾄを削減するため､素
材生産事業者から製材工場等へ原
木を直接取引する取り組みを進めて
きました｡製材工場による木材加工
流通施設の整備を継続的に進め､令
和2年度までに約18,000㎥の直接取
引契約が締結されました｡

引き続き､素材生産事業者から製材工場等へ
の直接取引を促進します｡また､建築関係事業
者に対して品質･性能を明示した製材品が供給
できるよう､素材生産事業者､木材産業事業者､
建築関係事業者の間で必要な情報を共有し､
相互に協力連携して､県産材を効率的･合理的
に流通させる体制を整備します｡

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

木材流通の合理化(ﾃｰﾏ
(136))

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

森林施業の促進(ﾃｰﾏ
(134))

新たな森林環境管理体
制の構築･推進(ﾃｰﾏ
(133,135))

課題名 これまでの評価、取組 今後の取組方針

生産基盤の強化(ﾃｰﾏ
(136))

平成22年度より大規模集約化団地
として｢第1種木材生産林｣を設定し､
重点的に作業道開設､高性能林業
機械導入に対する支援を行い､生産
基盤の強化を推進してきました｡令
和2年度までに202,731mの作業道を
開設しました｡

低ｺｽﾄで安定した木材生産に資するため､大規
模集約化団地においては､引き続き､奈良型作
業道整備､高性能林業機械の導入を中心とした
機械化､省力化を進めます｡

県産材の需要拡大を担
う人材の養成(ﾃｰﾏ(136))

｢公共建築物における奈良の木利用
推進方針｣に基づき､公共建築物へ
の木材利用の気運を醸成してきまし
た｡その中で､木造･木質化に関する
専門的なｽｷﾙを備えた技術者が少
ないという課題がみえてきました｡

木造建築物等の設計や施工を行う技術者のｽ
ｷﾙｱｯﾌﾟを図り､公共建築や非住宅分野の施設
整備に対して､木造･木質化を提案できる人材
の育成を図ります｡
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